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事
業
仕
分
け

で
頑
張
っ
て
い

る
鳩
山
内
閣
が

も
た
つ
い
て
い

る
。
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
ハ
ー

ド
ル
が
高
す
ぎ
る
の
か
、
金

権
体
質
か
、
沖
縄
の
普
天
間

基
地
の
移
転
問
題
の
せ
い
な

の
か
。
沖
縄
駐
留
の
米
軍
海

兵
隊
が
自
国
領
の
グ
ア
ム
へ

の
移
転
が
駄
目
な
の
は
遠
距

離
の
た
め
緊
急
時
の
対
応
が

で
き
な
い
た
め
ら
し
い
。

　

沖
縄
あ
る
い
は
そ
の
近
辺

で
米
軍
が
睨
み
を
利
か
す
の

は
日
本
領
土
の
近
辺
の
島
々

が
侵
略
さ
れ
る
事
へ
の
軍
事

的
抑
止
力
で
、
軍
事
力
を
背

景
と
し
な
い
外
交
力
な
ん
か

非
現
実
的
な
弱
者
の
泣
き
言

と
見
な
さ
れ
る
ら
し
い
。

　

他
国
を
日
本
へ
侵
略
し
か

ね
な
い
脅
威
と
見
な
し
、
軍

事
力
を
主
な
対
応
策
と
位
置

付
け
し
、
つ
ま
り
隣
の
国
は

み
ん
な
強
盗
で
あ
る
の
が
一

見
平
和
を
謳
歌
し
て
い
る
裏

面
に
隠
れ
て
い
る
現
実
と
は

人
類
も
文
化
も
情
け
な
い
存

在
に
過
ぎ
な
い
。

　

経
済
的
に
相
互
依
存
を
深

め
て
い
る
国
同
士
も
、
何
ら

か
の
国
内
事
情
の
変
化
で
い

つ
何
時
強
盗
に
変
貌
す
る
か

し
れ
な
い
と
い
う
信
念
が
国

家
運
営
の
基
礎
な
ら
、
軍
事

抜
き
の
真
の
平
和
へ
の
道
は

ま
だ
遠
い
。

　紙面へのご意見や感想、投稿記
事などを新聞部までお寄せくださ
い。紙面に掲載させていただいた
場合は、図書カード３千円分を進
呈いたします。
（郵送やファクスで、協会新聞部
までお寄せください）

の
歯
科
診
療
所
に
対
し
て
、

患
者
へ
の
診
療
明
細
書
の
無

料
発
行
が
義
務
付
け
ら
れ
ま

し
た
。
明
細
書
の
義
務
化

は
、
保
険
ル
ー
ル
の
説
明
に

よ
る
窓
口
で
の
混
乱
を
引
き

起
こ
す
だ
け
で
な
く
、
病
名

告
知
や
個
人
情
報
漏
え
い
な

ど
の
問
題
が
解
決
さ
れ
て
い

ま
せ
ん
。
診
療
内
容
の
説
明

は
本
来
、
治
療
中
に
患
者
と

の
対
面
で
実
施
す
べ
き
も
の

で
す
。
患
者
の
希
望
に
基
づ

く
発
行
を
原
則
に
し
、
義
務

化
は
撤
回
す
べ
き
で
す
。

　

協
会
は
、
参
院
選
に
向

け
、
政
権
交
代
を
実
現
し
た

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
再
度
発
揮
し

て
世
論
を
高
め
、
歯
科
医
と

国
民
の
切
実
な
要
求
を
実
現

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。
多
く
の
先
生
方
の
声

を
力
に
、
国
会
に
働
き
掛
け

ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
署
名
へ
の

ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い

し
ま
す
。

専門家がおこたえします

室相 談各 種
法律相談法律相談

【日　時】６月７日（月）午後２時～４時
【相談者】河村武信 弁護士

相談料は無料、会場は保険医会館１Ｆです｡

税務相談税務相談
【日　時】６月16日（水）午後２時～４時
【相談者】伊藤幸子 税理士

雇用相談雇用相談
【日　時】６月17日（木）午後２時～４時
【相談者】堀口正二 社労士

め
現
在
、
院
長
署
名
に
取
り

組
ん
で
い
る
。
会
員
に
は
17

日
に
署
名
用
紙
を
フ
ァ
ク
ス

す
る
。

も
、
医
療
の
公
共
性
・
公
益

性
を
保
障
す
る
上
で
税
制
の

要
と
い
え
る
も
の
」
と
し

て
、
制
度
の
存
続
を
強
く
求

総
務
省
に
対
し
、「
低
廉
な

公
定
価
格
、
社
会
保
険
診
療

報
酬
の
下
で
必
要
な
医
療
を

提
供
す
る
体
制
の
底
支
え
を

し
て
い
る
」
や
「
医
療
崩
壊

を
食
い
止
め
、
地
域
医
療
の

再
生
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
現
状
で
は
廃
止
で
き
る

も
の
で
は
な
い
」
な
ど
、
異

論
が
相
次
い
だ
。
参
院
選
の

結
果
次
第
で
は
、
廃
止
に
向

け
て
議
論
が
加
速
す
る
こ
と

も
予
想
さ
れ
る
。

　

協
会
・
保
団
連
は
、
事
業

税
の
非
課
税
措
置
は
「
地
域

医
療
を
守
り
、
充
実
し
た
医

療
を
行
っ
て
い
く
た
め
に

こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た

（
表
）。
保
険
診
療
の
比
率

が
高
い
ほ
ど
、
そ
の
影
響
額

は
大
き
く
な
る
。

　

事
業
税
の
非
課
税
措
置
を

め
ぐ
っ
て
は
、
昨
秋
全
国
知

事
会
が
税
調
に
廃
止
を
要

望
。
鳩
山
政
権
が
11
月
の
税

調
全
体
会
合
で
、
制
度
の
見

直
し
を
議
題
に
取
り
上
げ

た
。
全
体
会
合
で
は
、
非
課

税
措
置
の
見
直
し
を
求
め
る

　

事
業
税
非
課
税
措
置
が
廃

止
さ
れ
れ
ば
、
医
業
所
得
全

般
に
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
。
協
会
が
09
年
６
月
実
施

分
の
中
医
協
医
療
経
済
実
態

調
査
「
直
近
の
事
業
年（
度
）

集
計
結
果
歯
科
診
療
所
（
個

人
）」
を
も
と
に
影
響
額
を

試
算
し
た
と
こ
ろ
、
保
険
診

療
所
得
１
１
３
９
万
円
、
そ

の
他
所
得
２
０
１
万
円
の
場

合
、
こ
れ
ま
で
事
業
税
が
ゼ

ロ
円
（
非
課
税
）
だ
っ
た
も

の
が
、
廃
止
後
は
年
間
52
万

５
０
０
０
円
の
増
税
に
な
る

　

政
府
税
制
調
査
会
が
昨
年

末
、
２
０
１
０
年
度
「
税
制

改
正
大
綱
」
で
、
保
険
診
療

に
係
る
事
業
税
非
課
税
措
置

に
つ
い
て
、
廃
止
も
視
野
に

入
れ
「
１
年
を
か
け
て
論
議

し
結
論
を
得
る
」
と
し
た
こ

第14回
理事会

窓
口
負
担
軽
減
・
明
細
書
義
務
化
撤
回

患者負担軽減の訴えを熱心に聞き、署名
に協力する女性＝８日、中央区　　　　

　

社
会
保
障
費
抑
制
政
策
の

転
換
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う

に
、
私
た
ち
の
運
動
が
民
主

党
政
権
を
動
か
し
て
い
ま

す
。
一
方
で
、
普
天
間
基
地

問
題
の
混
迷
や
診
療
報
酬
実

質
ゼ
ロ
改
定
の
よ
う
に
、
旧

来
の
「
構
造
改
革
」
政
治
と

国
民
世
論
の
間
で
、
民
主
党

内
の
動
揺
が
浮
き
彫
り
に
な

っ
て
い
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で

は
、
新
政
権
は
「
廃
止
す

る
」
と
し
た
公
約
を
後
退
さ

せ
、
４
年
間
先
送
り
を
表
明

し
ま
し
た
。
新
し
い
高
齢
者

医
療
制
度
案
で
は
、
負
担
増

の
仕
組
み
を
残
し
、
年
齢
差

別
を
65
歳
以
上
に
拡
大
す
る

最
悪
の
方
向
を
示
し
て
い
ま

す
。
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

は
即
廃
止
し
、
当
面
は
老
人

保
健
制
度
へ
戻
し
た
上
で
、

新
た
な
制
度
づ
く
り
に
着
手

す
べ
き
で
す
。

　

深
刻
な
不
況
で
医
療
の
窓

口
負
担
を
払
え
な
い
人
や
、

受
診
を
控
え
る
人
が
後
を
絶

ち
ま
せ
ん
。
重
い
窓
口
負
担

が
命
を
脅
か
し
て
い
ま
す
。

誰
も
が
お
金
の
心
配
な
く
受

診
で
き
る
よ
う
に
、
国
の
責

任
で
患
者
負
担
を
軽
減
す
る

こ
と
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

診
療
報
酬
改
定
で
来
年
４

月
か
ら
レ
セ
プ
ト
電
子
請
求

揃
え
、
会
員
に
活
用
を
呼
び

掛
け
る
。

　

理
事
会
は
、
５
月
15
日
に

開
く
第
46
回
評
議
員
会
に
提

案
す
る
09
年
度
決
算
案
、
10

年
度
予
算
案
を
承
認
、
評
議

員
に
事
前
送
付
す
る
こ
と
を

確
認
し
た
。

の
立
場
。
歯
科
が
義
務
化
さ

れ
る
の
は
来
年
度
か
ら
だ

が
、
７
月
の
参
院
選
ま
で
を

節
に
取
り
組
む
。

　

患
者
窓
口
負
担
の
大
幅
軽

減
と
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

の
即
時
廃
止
は
、
４
月
か
ら

請
願
署
名
に
取
り
組
ん
で
い

る
が
、
院
長
署
名
に
も
加
え

る
こ
と
で
、
相
乗
効
果
を
狙

っ
た
。

　

理
事
会
で
は
、
社
保
収
入

へ
の
事
業
税
課
税
反
対
の
会

員
署
名
も
含
め
て
、
参
院
選

の
争
点
に
押
し
上
げ
る
た

め
、
理
事
に
よ
る
会
員
訪
問

も
し
な
が
ら
協
力
を
広
げ
る

こ
と
に
し
た
。

　

保
団
連
作
成
の
ミ
ニ
パ
ン

フ
、
は
が
き
署
名
入
り
テ
ィ

ッ
シ
ュ
、
医
療
ど
ぉ
〜
ナ
ル

の
Ｄ
Ｖ
Ｄ
な
ど
の
宣
伝
物
を

　

協
会
は
、
第
14
回
理
事
会

を
５
月
８
日
に
開
き
、
明
細

書
発
行
義
務
化
撤
回
、
患
者

の
窓
口
負
担
大
幅
軽
減
、
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
の
即
時

廃
止
を
求
め
る
会
員
（
院

長
）
署
名
に
取
り
組
む
こ
と

を
決
め
た
。
明
細
書
発
行
義

務
化
は
、
２
０
１
２
年
度
か

ら
電
子
レ
セ
プ
ト
請
求
に
お

け
る
算
定
日
記
載
と
と
も

に
、
露
骨
に
医
療
費
抑
制
を

企
図
し
た
も
の
。
協
会
は
、

医
療
内
容
の
説
明
は
診
療
を

通
じ
て
十
分
行
う
必
要
が
あ

る
が
、
点
数
表
の
項
目
は
医

療
内
容
を
反
映
し
た
も
の
で

は
な
く
、
明
細
書
発
行
に
よ

っ
て
現
場
で
は
混
乱
が
起
き

る
こ
と
や
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を

守
る
立
場
か
ら
も
問
題
が
あ

る
と
し
て
、
義
務
化
に
反
対

　

協
会
は
８
日
、
理
事
会
前

に
な
ん
ば
ビ
ッ
ク
カ
メ
ラ
前

で
街
頭
宣
伝
し
た
。
山
上
紘

志
、辻
本
勝
・
両
副
理
事
長
、

事
務
局
が
、
患
者
負
担
軽
減

な
ど
を
訴
え
た
。
パ
ン
フ
な

ど
１
１
０
０
枚
配
布
し
、
66

筆
の
署
名
が
集
ま
っ
た
。
署

名
し
た
男
性
は
、「
医
療
費

は
高
す
ぎ
る
。
お
金
が
な
く

て
治
療
を
受
け
ら
れ
な
い
な

ん
て
、
あ
っ
て
は
な
ら
な

い
」
と
話
し
て
い
た
。

事
業
税
の
非
課
税
措
置

　

事
業
税
は
、
事
業
者
が
収

益
活
動
を
す
る
際
、
自
治
体

の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
対
価
と
し
て
、
事
業
所
得

に
課
す
都
道
府
県
税
。
保
険

付
録
１
・
新
点
数
表
関
係
の
疑
義
解
釈

付
録
１
・
新
点
数
表
関
係
の
疑
義
解
釈

　

協
会
は
７
月
の
参
院
選
に
向
け
、
首
相
や
厚
労
相
、
大

阪
選
出
国
会
議
員
、
参
院
予
定
候
補
者
に
対
し
、
①
患
者

窓
口
負
担
大
幅
軽
減
②
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
廃
止
③

明
細
書
発
行
の
義
務
化
撤
回―

―

を
求
め
る
会
員
署
名
に

取
り
組
む
（
署
名
用
紙
は
今
号
に
同
封
）。
伊
津
進
弘
理

事
長
が
署
名
へ
の
協
力
を
呼
び
掛
け
て
い
る
。

参
院
選
の
公
約
化
を
め
ざ
す

協　会
患者負担減めざし街宣

〝
医
療
費
高
い
〞の
声

非課税措置が廃止されるとどうなる？
2009年６月実施　中医協医療経済実態調査結果　直近事業年集計をもとに試算

・現在：自由診療所得、雑収入所得が対象
　（201万円－290万円）×５％＝▲89万円　事業税０円

・非課税措置廃止後：全ての医業所得が対象になる
　（1340万円－290万円）×５％＝525,000円

・現在事業税が課されていない診療所が
　　　　　　　　年52万5,000円増税に!!

個人事業税額の計算方法
（青色申告特別控除前医業所得－事業主控除290万円）×５％

医業所得 1,340万円（保険診療所得85％、その他所得15％）
　　内訳：保険診療所得 1,139万円　その他所得 201万円

協会 義務化撤回求め新署名
明細書発行 窓口混乱は必至明細書発行 窓口混乱は必至

医
療
は
公
共
性
・
非
営
利
性

が
高
い
こ
と
か
ら
、
１
９
５

２
年
に
非
課
税
措
置
が
議
員

立
法
で
創
設
さ
れ
た
。
医
療

機
関
で
は
現
在
、
自
由
診
療

や
雑
収
入
の
所
得
に
の
み
課

税
さ
れ
て
い
る
。

と
を
受
け
、
協
会
経
税
部
は

廃
止
さ
れ
た
場
合
の
歯
科
医

業
へ
の
影
響
額
を
試
算
し

た
。
個
人
の
歯
科
診
療
所
で

は
、
平
均
52
万
５
０
０
０
円

も
の
大
増
税
に
な
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。

世
論
高
め
医
療
改
善
を

政府税調

事
業
税
非
課
税
措
置
廃
止
を
計
画

協
会
試
算　

１
医
院
50
万
円
超
の
増
税


